
貸   借   対   照   表

令 和  3年  8月 31日 現在 (決 算 )

法 人名 :特 定非 営利 活 動 法 人 日本 地域放 送 支援機 構

事 業名 :事 業全 体                               (単 位 :  円 )

目科 当 年 度 前 年 度 減ナ曽
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事 業 報 告 

（自令和 2 年 9 月 1 日～至令和 3 年 8 月 31 日） 
 

平成 23 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災及び福島原子力発電所の事故から、    

早いもので 10 年の月日が過ぎ去りました。 
現在もなお、異常気象による様々な自然災害が多発し、今後もさらに増加するのではな

いかと予想されます。 
そのような中、下記の事業を行う事により、各局の経費削減に協力すると共に、減災の

為の活動を訴えて参りました。 
 本年度は、以前より開発を進めてまいりました音声多重放送システム及び臨時災害放送

局対応送信機の受注があり、当機構立ち上げ 10 年目にしてようやく活動の成果を収めるこ

とが出来ました。 
今後ともより一層防災・減災の為の活動を続けて参りたいと思います。 

 
＜実施報告＞ 
① 「登録検査等事業者」に係る許認可業務一式 
② 臨時災害放送局対応送信機業務等一式 
③ 番組送出装置関連業務一式 
④ 再免許申請資料作成業務一式 
⑤ 放送事故等防止システムの開発・研究 
⑥ コミュニティ局の電子申請の代行業務一式 
⑦ みちのくＡＬＥＲＴ準備訓練への参加（東北方面総監部） 

自治体、関係機関等及び自衛隊の連携強化及び災害対策本部等の対応能力の 
向上を図るもの。 

⑧ 電波による街頭放送システム業務一式 
  電線を引くことなく街頭放送が始められ、さらに、この街頭放送を使い災害時には 

通行する人々に適切な情報を提供することができる。 
   
 
令和元年 8 月 23 日 
 総務省東北総合通信局と当支援機構において 
 「臨時災害放送局」開設・運用支援の相互協力に関する覚書の締結 
  


